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公開シンポジウムr21世紀日本における学術の展望」
2010年4月5日， 日本学術会議日本の展望委員会から「日本の展望一一学術からの提言
2010J 1) (以下， r提言.1 )が公表されました。 この「提言」は， 学術とは何かという原点
的問題から出発し， 社会的課題の解決および学術の営みについて言及しながら， 21 世紀
の日本における学術のあり方について提言したものです2)。
日本学術会議第一部部長でもある広渡清吾室員が日本の展望委員会副委員長を務めら
れていたことから， 同提言についての理解を深め 日頃の研究・ 教育活動に生かしたい
と考え， この提言に基づく初のシンポジウムを専修大学法学研究所および社会科学研究
所， 企画の趣旨に賛同いただいた日本学術会議日本の展望委員会との共催というかたち
で2010 (平成22)年7月2日に神田校舎にて開催いたしましたO
はじめに， 広渡清吾氏(専修大学法学部
教授)がIr日本の展望一一学術からの提
言201Qjについて一一背景・ 目的・概要・
意義jと題して， r提言』のあらましにつ
いての報告を行われました。 広渡教授は，
すべての分野での真理を目指した， あるい
は真理に基づいた 技術的な応用を目指し
たすべての知的営みを含めて「学術」と言
うようにしているとして， 本『提言Jは，
121世紀の人類社会および日本社会にとっ
て喫緊の課題である持続可能な社会の構築
を展望して， 人文・社会科学， 生命科学お
よび理学・工学の全ての諸科学を包摂する「学術Jがその総合力をどのように発揮すべ
きであり， することができるかについての学術からの提言であJ 3)り， 科学技術基本法の
立場は狭いということを明確に指摘し， この「学術jを振興することこそが人類社会，
日本社会にとって重要なことであって， この「学術」と総合力で問題を解決していこう
という立場を打ち出し， 学術全体の総合力を発揮させるための政策を日本政府がとるこ
とを要求していると述べられました。 そして この提言を普及することがとても重要で
あり， 社会への学術からのメッセージを発信して， 合意をするということがとても大切
だと述べられ， 報告を締めくくりました。
続いて， 海部宣男氏(放送大学教授)が「日本の科学・技術政策をどう展望するか」と
題した報告を行われました。『提言』を受けて， 海部先生は， 国際的な目でみて日本の科
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学がどういう状況なのかということについてお話され， 長期的 ・総合的視点に立った科
学政策に向けて考えるべきこととして， ①固としての政策の大幅な改善， ②研究者と行
政の協力強化， ③学術からの発信の大幅強化を提示されましたO そして， 学術というも
のを広くとらえず， 役に立つものだけに投資するようなことは， 日本の将来， 日本の経
済を壊すものでしかないとして， 学術研究というのは， 長期的にみて社会にとって重要
な投資だという認識をどう共有していくか， この点について研究者の方から発信してい
くことが重要であるとまとめられました。
鷲谷いづみ氏(東京大学教授)は， r持続可能なー世界をどのように構築するか」と題した
報告をされ， 持続可能な社会をどう築くかについて， 提言の内容を踏まえて， 広い観点
からお話しいただきました。
藤田英典氏(立教大学教授)は， r21世紀の課題としての知と教養の再構築」として， r知
と教養の再構築」は， 異質性の許容と相互信頼・ 協力・ 協働ということを前提にしない
わけにはいかず， もう一方で， さまざまな適切な解を志向し 構想を実行する基盤とし
ての「知と教養のあり方」を考える必要があると述べられ これからの教養教育のあり
方について， お話いただきました。
大沢真理氏(東京大学教授)には， r人間と人間の関係の再構築と人文-社会科学の役
割」と題したご報告をいただきました。 先生は， r人間と人間の関係の再構築」というこ
とで， アジアにおいて， 互いに啓発をする， そして協働するという原則に基づいて， 交
流を促進する必要があると提言され， こういう中で， 学術がアジアにおける知的交流と
知的活動のネットワークを積極的に展開する必要と その意義は大変大きいと言わなけ
ればならないとされました。 そして， 多様な生き方を前提として， 誰もが参加する持続
可能な社会にするためには 組み合わせ方の対応をすることであるとまとめられました。
五氏の報告を受け， 福島利夫氏(専修大学教授)と坂本武憲氏(専修大学教授 ・ 法学
左から大沢， 藤田， 鷲奇， 海部， 広渡の各氏
部 長)が自らの研究分野の視点からコメ
ント4)を述べられました。
パネルデイスカッションは， 広j度教授
の司会で進められ， 海部氏， 鷲谷氏， 藤
田氏， 大沢氏が福島教授， 坂本教授のコ
メントを受けて討論を行い， 聴衆も参加
しての質疑応答では 新しい公共観ある
いは市民観に基づく新しい市民教育， あ
るいは大学における教養教育の具体的な
制度の改革などについて活発に意見交換
がなされました。
4)坂本学部長のコメントについては， 本号4頁参照
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